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静岡県における留学生の就職意識と企業（製造業）の留学生採用意識

袴　田　麻　里

【要　旨】

静岡県内の高等教育機関在籍の留学生と静岡県に事業所のある企業へ質問紙調査を実施

した。留学生からは平成20年6月から7月にかけて756名、企業からは6月から8月にか

けて136社の回答を得た。今回の調査で、静岡県において、今後留学生の採用が増加する

可能性が示唆された。また、静岡県内に在籍する留学生は、日本での就職、静岡県での就

職を希望する割合が高いことが分かった○しかしながら、企業の求人と留学生の専門分野

が必ずしも同じ割合ではないため、職種によっては求人はあるが応募者が少ない、あるい

は就職希望者は多いが求人がないという状況であることも明らかになった。大学は、これ

ら地域のニーズを把握し、戟略的に留学生を受入れることも視野に入れる必要があるだろ

ぅ。また、企業も留学生も、就職には高度な日本語力が必要であると認識していることも

明らかになった。

【キーワード】静岡県の企業、静岡県内の留学生、希望する業務、企業と留学生の意識差、

大学での留学生受入れ

1．はじめに

日本国内の留学生数は、平成15年に10万人を超え（文部科学省高等教育学生支援課2007）、

「留学生10万人計画（昭和58年）」が達成された○平成20年7月には新たに「留学生30万人

計画」において、日本社会全体で留学生の「入試・入学・入国の入り口から大学等や社会

での受入れ、就職など卒業・修了後の進路に至るまで体系的に（文部科学省2008）」取り

組むという姿勢が打ち出された。留学生数を単に増加させるだけでなく、留学生10万人計

画ではあまり考慮されてこなかった卒業後にまで踏み込んでいる点が特徴である。

留学生数の増加を受けて、円本国内の企業への就職を目的として在留資格変更許可を受

けた外国人留学生数も増加している。平成9年には2，775件申請中、資格変更許可は2，624

件だったが、平成19年には11，410件中、10，262件と約4倍に増加した（法務省出入国管理

局2008）。許可率は一貫して9割前後であるため、許可申請数が純粋に増加した、つまり

就職機会を得た外国人留学生が増加したことが分かる。

一方で、日本での就職を希望する私費留学生は53・7％である（日本学生支援機構2006）

のに対し、実際に日本で就職した留学生（国費留学生を含む）は29・3％であり（日本学生

支援機構2008）、必ずしも留学生の進路希望が実現していないことがうかがえる。特に、

平成19年度に経済産業省が始めたアジア人財資金構想に前後して、留学生の日本での就職

に関して調査が行われ（労働政策研究・研修機構2008）、留学生の就職者増加を阻害する

要因があることが明らかになってきた（海外技術者研修協会2007、横須賀2007）。
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静岡大学は一地方大学だが、一人当たり県民所得が東京都、愛知県に次いで全国3位

（内閣府2008）という産業が盛んな静岡県にある。これまでの調査、研究は全国規模で行

われているが、社会全体で留学生を受入れるのであれば、勉学で一定期間滞在する静岡県

全体でまず留学生を受入れ、教育し、地元社会へ送り出すという身近なサイクルを検討す

べきであると考える。幸いなことに、静岡県は、世界的に展開している製造業を中心に求

人率も高い。そこで、静岡県留学生等交流推進協議会として、静岡県内の高等教育機関に

在籍する留学生に対して就職に関する意識調査、県内の企業に対して留学生採用に関する

意識調査を行い、両者の意識の異同を考察する。

2．調査の概要

2．1調査方法

静岡県内在籍の留学生と静岡県に事業所のある企業へ質問紙調査を実施した。

留学生に対しては、平成20年6月から7月にかけて、静岡県下の高等教育機関21機関を

通して静岡県留学生等交流推進協議会より在籍留学生1，473名に対し、質問紙、または

webでの回答を依頼した。

企業に対しては、すべてwebでの回答とした。平成20年6から7月にかけては、静岡県

留学生等交流推進協議会より社団法人静岡県国際経済振興会へ依頼し、会員企業800社余

りへメーリングリストを通じて回答を募った。しかし、回答企業が少なかったことから、

8月に静岡大学に求人票提出企業のうち静岡県に事業所のある企業280社へ、静岡県留学

生等交流推進協議会より回答を依頼した。

2．2　回答者の属性

留学生は、756名から回答があった（回答率51．3％）。男性354人（46．8％）、女性393人

（52．0％）、性別無回答は9人（1．2％）だった。既婚者89人（11．8％）、未婚者662人（87．6

％）、既婚・未婚の別無回答は5人（0．7％）だった。回答時点で、就職経験者は147人

（19．4％）、未経験者は599人（79．2％）、無回答は10人（1．3％）だった。回答者の出身地

域、専門分野は表1、表2の通りである。

表1：回答留学生の出身地域

合計

　 篭　l

東 ア ジア
東南

アジア

岳　 1
∃そ の他 の弓アメ リカ l

l ア ジア 【 地竺 土

ヨーロッパ

L 地 域
l

ア フ リカ

地域

l
悸 回答

lL＿，

回答者 数 756 5 71 1 114 36 5 10 7 13

籍者 数 ＊ 14 73 1166
【
187
l

69 13
一‾十“； 28 1 10

－

回 答率 5 1．3％ 49．0％ 6 1．0％
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表2：回答留学生の専門分野

専門

分野

経営

●
経済

法学

語学

●
巨文学

三

教育学

情報

●

ヨI T

理工学

バイオ

●

．農学

化学

医学

●
薬学

その他 無回答
合計

人数 311
ト巨 7 58 121 6 86 50 39 15 15 17 21 756

人数／

回答者
】41耳

】

璽】

0．9％ i 7・7％

l

16．0％‡0．8％

‡
11．4％

‡

1

6．6％ 5．2％ 2．0％
…
2．0％ 2．2％ 2．8％

巨

企業は、136社から回答があった。回答企業の業種、規模は表3、表4の通りである。

製造業が非常に多いが、これは静岡県に製造業が多いことに加え、静岡大学工学部へ求人

票を提出した企業へ調査を依頼したことによる。また、図1を見ると、製造業は、運輸・

通信業に次いで、留学生採用の意向が強い（留学生を「採用経験あり」（過去に採用した、

または採用している企業）40．7％、「採用希望」（採用実績はないが採用の意志がある企業）

25．3％、「採用なし」（採用していないし、今のところ採用の予定もない企業）34．1％）。

そこで、今回は、回答数が最も多かった製造業と留学生の回答を比較する。

表3：回答企業の業種

業 種 回 答 社 数
回答 企 業 に

お け る割 合

製 造 業 91 6 6．9％

サ ー ビス業 14 10．3 ％

運 輸 ・通 信 業 10 7．4 ％

建 設 業 「‾∂ 3．7％

卸売 ・小売 業 14 10 ．3 ％

そ の 他 2 1．5％

無 回 答 0 0．0 ％

合計 13 6 ・ 1 0 0％

表4：回答企業の従業員数

従業員数 回答社数
うち 回答企業 に 製造業 に

製造業 お ける割 合 おける割合

100 1人以上 25 23 18．4％ 25．3％

50 1？1000人 20 12 14．7％ 13．2％

10 1？500人 51 35 3 7．5％ 3 8．5％

51？100人 15 8 11．0％ 8．8％

2 1？50人 13 9 9．6％ 9．9％

20人以下 11 3 8．1％ 3．3％

無 回答 1 1 0．7％ 1．1％

合計 136 9 1 100％ 100％

図1：業種別留学生採用の現状（社）
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3．調査結果と考察

3．1　留学生の就職希望

図2：就職に関する留学生の希望（人）　図3：日本で就職する場合の希望勤務地（人）
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回答者の半数以上が、日本での就職を希望している（図2）。文系と理系に分けて就職

希望を見ると、理系の留学生のほうが日本での就職を希望する割合が高い。日本で就職す

る場合は、静岡県の希望が最も多く、次いで東京、名古屋である（図3）。留学生は、渡

日後、人間関係を一から構築してきた場合が多い。慣れた環境で、大学入学時から築いて

きた人間関係を維持しながら職に就ければ、精神的な負担が少なくなる。静岡県内、東京、

名古屋での就職希望の多さを見ると、社会人としての新生活は、できれば現在の生活環境

をあまり変えないままがよい、変えるのであれば静岡から近い大都市で始めたいという希

望がうかがえる。

白木（2008）は、留学生には大企業志向、有名企業志向が強いと述べているが、今回の

調査でも、日本で就職する場合、大企業希望者は中小企業希望者の約2倍で、白木の指摘

の通りに見える（図4）。知名度については、ただ有名だというよりも、その分野で有名

な企業への就職希望者が多かった。その一方で、企業規模不問の回答者、また知名度不問

の回答者もかなり多い。

図4：日本で就職する場合の企業規模と知名度への関心（人）

＜企業の規模＞

大企業がいい

中小企業がいい

規模は関係ない

無回答

＜企業の知名度＞

とにかく有名な企業がいい

業界で知名度がある

知名度は関係ない

無回答
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理由の記述（表5）を見ると、企業規模の大小、知名度の有無に関係なく、24％（98／

406人）の留学生が日本で就職していろいろ学びたい、経験を積みたいなど「経験・知識

の獲得」を挙げている。留学生が就職に求める最大のメリットは、「経験・知識の獲得」

なのであり、全国調査（海外技術者研修協会2007）と同様の傾向を示している。

規模・知名度不問の留学生は、自分の「関心・能力に合う」企業への就職希望が高い

（企業規模不問25％、知名度不問18％）。自分に合う企業、やりがいのある仕事や自分のし

たい仕事ができる企業であれば、企業規模や知名度は気にしないわけである。ただ、この

ような理由を書いた留学生が、やりがいのある仕事や自分のしたい具体的な仕事、自分に

合う企業の具体的なイメージを持っているかは必ずしも明確でない可能性がある。

大企業を希望する留学生は、理由として「安定性（19％）」や「労働条件・環境がよい

（17％）」を多く挙げていた。これは、留学生に限らず、日本人を含めすべての労働者の希

望であろう。事実、5年以内に離職した若年層では、労働時間や勤務状態に不満という理

由が最も多い（静岡県2008）。一方で、中小企業を希望する回答者は、「企業に将来性が

ある（13％）」「実力を試せる（10％）」点に注目している。中小企業のほうが大企業より

も活躍の機会が多いと思っているようである。数は少ないが、中小企業希望理由には

「（私が）有名にする」「（中小企業だから私が）大企業にする」という記述もあった。企業

の知名度については、「勉学の成果を発揮・活用」するなら、力試しも兼ねてただ有名な

企業よりも「技術力・競争力がある」企業がよいのだろう。

表5：日本で就職希望留学生の企業選択理由（記述）

巨　　　　 企業規模 知 名度

理　 由 大企業 中小企業
l
！ 不 問 有名企業

業 界で

有 名企業
不 問

労働条件 ・環境 がい い＊ 29 6 1 3 4 5

企業 に将来性があ る 3 12 6 1 4 8

経験 ・知識 の獲得 31 1　 12 13 6 2 6 10

入社 しやすい ！　 1 7 1　　 3 1 0 2

安 定性　　　　　　　 妄　　 31 3 i　　 l 1　　 3 】　　 3 0

自分 の実力 を試 せ る　　　 墓　　 6 ！　　 9 2 1 3 0

給 料が融 ・、　　　　　 ぎ　 14 2 l！　 1 4 0 0

社 会 的 ・経 済的 に成 功 す る機

会が多 い

】　　 6
1 4

】
】

l
1 1
tt

2 2 0

昇 進 ・転職 で有利 ．　　 1
l

】　　 3 i　　 2 7 4 0

技 術力 ・競争力 があ る l≡　　 4 l1 ‡　 1 0 19 7

関心 ・能力 に合 う 0 9 －　　　　 34 ∃　　 o j　　 l 27

勉学 の成果 を発揮 ・活 開 0 0 5 0 ： 12 9

自分次第 0 0 吋　　 0 0 10

その他 18 1 7 H 10 j】　 12

理 由記述 者数／希望者数 118／／／16針 56／■ノ鋸 82／／13 7 40／′79 86／／150 86／ 15 0

＊福利厚生の制度を含む
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3．2　企業の留学生採用の意向

図5：従業数別留学生採用の現状（社）

図5からは、従業員数の多い企業のほうが、留学生採用経験を持っ割合が高いことが分

かる。また、100人以下の規模の企業は、採用実績は少ないが、採用の意向を持っ企業が

多く、今後「採用あり」に加わると予想される。

図6：留学生の採用希望企業が採用検討を始めた理由（％）
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図6は、留学生採用希望の企業23社がどのような理由で留学生採用を検討し始めたかを

示したグラフである。横須賀（2006）では「海外への事業拡大や進出」（51．7％）、「業務に

必要な語学力を持っ人材」（45．3％）など、海外技術者研修協会（2007）では「国籍を問

わず優秀な人材を確保」（39％）、「海外との取引先との業務」（14％）、「海外法人の幹部」

（13％）、「海外進出業務」（13％）、「海外法人との調整業務」（11％）などと報告されてい

る。静岡県においては、「海外の顧客・取引先対応」（43．5％）、「海外生産・販売拠点勤務」

（39．1％）、「社内の国際化」（39．1％）、「今後海外工場・支店で幹部として勤務」（21．7％）

が多く、主に海外業務の発生・増加により採用を検討し始めたことが分かる。世界的な不

況の中でも、今後も製造業の海外展開は続くと思われ、留学生対象の求人数は確実に増え

ると言ってよいだろう。

図7は、留学生の「採用なし」の企業のその理由と、「採用経験あり」「採用希望」企業

の採用に当たっての不安をまとめたものである。三者とも「短期間で離職の恐れ」を挙げ

る割合が高い。また、三者を比較してみると、「雇用・在留手続きが煩雑」「留学生の日本
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語力に不安」「日本人従業員との協調性に不安」において、「採用希望」の企業が突出して

いる。「採用蓬験あり」では、不安だと感じる割合が低くなっていることから、採用して

みると不安か減じる場合もあるようである。

「採用経験あり」で、他の項目と比べて不安とする割合が高いということは、採用後に

不安がさらに高まったことを意味する。短期間での離職は、横須賀（2006）で51．9％、海

外技術者研修協会（2007）で19．3％で、いずれも最も不安な点だという結果が報告されて

おり、企業に共通する不安だと言える。

図7：留学生採用の不安と留学生の採用を行わない企業の理由（％）

美莞的に不要

優秀であれま国籍不問

受もれ未整備

人件費の面で対象外

応募息がいない

雇用・在留手轟きが煩雑

留学生の日本吾力に不安

業務茎行に不安

技術・情報の多転に不安

日本人従業員との協凋性に不安

車齢が高い

短期間で誰職の恐れ

その他

0恥　　　　10帆　　　　20恥　　　　30帆　　　　40恥　　　　50飢　　　　60仇　　　　70的

3．3　企業が担当させたい業務、留学生が希望する業務

企業が担当させたい業務と、留学生が希望する業務を比較してみると、双方の希望が異

なる業務が多いことが分かった。図8は国内採用の場合、どの業務をどのぐらいの割合の

企業、留学生が希望しているかを表したものである。双方の希望割合がともに高いのは、

海外拠点開発、翻訳・通訳のみである。営業・販売、エンジニア、研究開発・製品開発、

生産工程・品質管理は、希望する企業の割合は高いが、留学生では少ない。逆に、広報・

宣伝、経営・企画は、留学生の希望割合が高く、企業では少ない。
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図8：国内採用で企業、留学生か希望する業務（％）
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□留学生（第一希望＋第二

言い換えれば、企業のニーズに十分応えられる、あるいは留学生が希望通り就職できる

のは、海外拠点開発業務と翻訳・通訳のみで、営業・販売、エンジニア、研究開発・製品

開発、生産工程・品質管理では、求人があるのに求職者がいないという状況になっている。

また、広報・宣伝、経営・企画では、多くの求職者がいても、求人が限られており、就職

に至らない可能性が高い。

図9を見ると、現地採用の場合は、多くの求職者がいても、就職の機会が限られるとい

う傾向がさらに著しい。「貿易業務」「エンジニア」「生産工程・品質管理」以外は、留学

生の希望が企業の希望を大きく上回っている。

企業の希望に、国内採用での「海外拠点開発」、国内・現地採用での「エンジニア」「生

産工程・品質管理」が多いことから、生産拠点を海外へ移し、一貫した生産を推進する予

定であることがうかがえる。それにもかかわらず、企業の希望に「経営・企画」が少ない

のは、留学生採用の増加によって留学生の業務遂行能力が徐々に評価されるようになって

きてはいるが、現時点においては、まだ経営・企画を任せるところにまで至っていないの

であろう。
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図9：現地採用で企業、留学生か希望する業務（％）
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製造業が求める工学系の業務に対応できる留学生が少ないのは、静岡県内には文系の教

育課程を持っ高等教育機関が多いためだと思われる。ものづくりの製造業であっても、

「経理・会計」「経営・企画」「人事・労務」など、経営学や経済学といった人文系の人材

を必要としているが、県内在籍留学生数に見合うほどの求人がないのが現状である。

一万で、文系の留学生が多いにも関わらず、「貿易業務」「‾営業・販売」を希望する留学

生の割合は少ない。「営業・販売」は、全国的に企業からの採用希望がもっとも多い職種

である（横須賀・小熊2006、海外技術者研修協会2007）。留学生が企業のニーズを把握

していないためなのか、起業志向が強いためかは不明だが、工学系分野の留学生を静岡県

に呼び込むこととあわせて、大学側の対応、姿勢が問われる結果である。

3．4　留学生採用時に企業が重視する点と留学生が企業に重視してほしい点

留学生採用において、どのような点が重視されるか、またどのような点を重視してもら

いたいかを比較したところ、大きく差がある点と類似した点がいくっか明らかになった

（図10）。
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20ポイント以上の違いがあるのは、「出身国・地域」「年齢」「一般コミュニケーション

カ」「採用時の試験・面接結果」「交渉力」である。「交渉力」は留学生が重視してもらい

たい度合いが高いが、それ以外は、企業が重視したい点である。10ポイント以上の違いは、

「調査・研究能力」「異文化への適応力」「日本人にはない発想・考え」「日本の社会・文化

の知識」「協調性」「独創性」「奨学金受給経験」である。「協調性」は、企業が重視したい

度合いが高いが、それ以外は留学生が重視してもらいたい点である。

全国調査（横須賀2007）でも、企業は「年齢」「採用時の試験・面接結果」を非常に重

視し、留学生と著しく異なることが報告されている。一般的に留学生は日本人学生より2

～4才は年齢が高いこと、また一般応募の筆記試験や面接は、留学生にとってかなりハー

ドルが高いことから、評価が低くなるであろう点は重視してもらいたくないと留学生が考

えるのだと思われる。ただ、人物評価は、総合的に行われるべきであり、企業、留学生の

いずれも、「性格・態度・礼儀」を非常に重視する点として挙げている。

＜コミュニケーションカ＞のカテゴリーで、「一般コミュニケーションカ」「協調性」が

企業に重視され、「交渉力」「独創性」が留学生に重視されている点は興味深い。企業が日

本人社員とうまくやっていけることを重視するのに対し、留学生は、相手と交渉しながら

どのような人間関係を作っていくか、また他者と違う独自の面をどのようにアピールする

かを重視するのである。これは＜留学生ならではの資質＞で「異文化適応力」「日本人に

はない発想・考え」「母国の社会・文化の知識」が、留学生が思うほどには企業に重視さ

れていない点と通じる。採用開始の理由に「社内の国際化」が挙げられ、企業は留学生の

異文化性にも着日していると思われるが、現状ではまず日本社会で問題なく職業生活を送

ることができる（横須賀2007）人材を必要としているようである。

「出身国・地域」も異文化性のある項目だが、本調査では、38％の企業が重視している

のに対し、この項目を重視した留学生は12％と非常に少なかった。企業は海外展開の地域

を明確にしており、その地域での業務を担える人材を求めているため、出身国や地域は非

常に重要な考慮点となる。留学生は、「母国の社会・文化の知識」も他の項目に比べると

低く（企業の評価と比べれば高いが）、母国や出身地域を前面に出すのをためらっている

ようにもみえる。日本での就職は「留学生にはとにかく難しい」と感じる留学生が多い

（静岡県留学生等交流推進協議会2008）ことを考えると、留学生は、留学生であること、

あるいはある特定の地域や国の出身であることを前面に出すと、マイナスに評価される可

能性があると認識しているのかもしれない。

共通して重要度が高かったのは、「日本語力」「性格・態度・礼儀」「向上心・チャレン

ジ精神」、次いで「専門知識・技術」「英語力」である。いずれの項目も、個人の努力やア

ピールで評価が左右される項目である。企業は将来の事業展開を考慮して人材を選考し、

求職者を評価したいという姿勢、留学生は異文化性を意識しつつも、留学生としてではな

く、日本人学生も含めた一大学生として評価されたいという姿勢が見える。ただし、留学

生は年齢や入社試験が企業によって予想以上に重要視されること、企業は留学生が異文化

性を持ち味として認識していることを十分に理解し、就職に臨むべきである。
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図10：留学生採用時に企業が重視する点と留学生か企業に重視してほしい点（％）
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3．5　企業の採用情報の提供と留学生の情報収集

図11を見ると、留学生雇用に関心のある企業の多くは、ホームページや企業説明会で情

報を提供し、人材を募集している。「大学の就職担当部署」「大学からの推薦」「大学教員

への個別依頼」も多く、すでに就職した元留学生の情報収集方法と一致する（海外技術者

研修協会2007）。

「大学からの推薦」や「大学教員への個別依頼」は、企業と関わりのある大学、または

大学教員が能力や人柄を保障できる留学生の採用を希望する表れであると思われる。日本

国内での採用の場合、採用時に大学名が影響すると回答した企業が4割、学歴では6割で

ある（図12）ことから、大学名や学歴は、留学生が就職活動をする際に、ある程度影響が

あるわけだが、企業は、留学生の日本語力や専門知識・技術以外に、「性格・態度・礼儀」

「向上心・チャレンジ精神」など、つまり、人柄や人間性、基本的人間力などを総合して

判断する。しかし、採用活動に関わるわずかな時間では判断しにくいため、留学生の普段

の姿を知る大学側にその判断を委ね、効率化を図っている。一方、「大学からの推薦」や

「大学教員への個別依頼」は、留学生にとって有利な面がある。まず、膨大な数の企業か

ら留学生雇用の意志がある企業を効率的に選ぶことが可能になる。日本人学生は、大学の

推薦枠の利用を最後の手段とし、一般応募で就職活動を進めていく場合が多い。これは日

本人学生の人数が多いことにもよるが、絶対数が少ない留学生は、一般応募で一般常識な

どの試験や何段階もの面接を経るより、推薦枠の利用のほうが時間も労力も少なくて済む。

つまり、求職者、採用者にとって、効率のよい方法なのである。

図11：募集方法（社）

大学教員へ個別依頼

リクルーターによる接触

インターンシップ制度

一般的な合同企業説明会

外国人むけ合同企業説明会

各大学での企業説明会

求人広告誌や新聞求人欄llr□

大字就職担当叫　　　　　26
外国人向け求人用ウェブサイト

一般的求人用ウェブサイト

llL二□

企業ウェブサイト　　　　　　　　　　　　　　ク2

その他±≡≡≡　31

0　　　　　　　5　　　　　　10

；■採用あり　□採用希望
■

15　　　　　　20　　　　　　25　　　　　　30　　　　　　35　　　　　　40

ただ、この場合、企業の什組みや人員構成、給与体系などの知識が木足した伏態で就職

する事態が予想される（松元2002）。就職活動をすれば必ず確認するような基本的な情報

や知識がないまま就職し、ミスマッチを起こす可能性がある。ホームページなどからの情
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報収集はもちろんだが、「大学からの推薦」「大学教員への個別依頼」を経て内定を得る場

合にも、企業説明会や就職相談会、可能であればインターンシップに参加し、どのような

環境で就業するのか、どのような雇用形態であるのかを正しく理解するよう、留学生は努

める必要がある。

図12：学歴、大学名の影響（社）

＜大学名＞

影響を与える

影響はない

無回答

＜学歴（国内採用）＞

影響を与える

影響はない

どちらとも言えない

5　　　　20　　　　25　　　　30　　　　35

4．最後に

今回の調査で、製造業が盛んな静岡県において、今後留学生の採用が増加する可能性が

示唆された。また、静岡県内の高等教育機関在籍の留学生は、日本での就職、静岡県での

就職を希望する割合が高いことが分かった。しかしながら、企業（製造業）の求人と留学

生の専門分野が必ずしも同じ割合ではないため、求人はあるが応募者が少ない、あるいは

就職希望者は多いが求人が少ないという状況もあることが明らかになった。大学は、これ

ら地域のニーズを把握し、戟略的に留学生を受入れることも視野に入れる必要があるだろ

つ。

人材ニーズに関する意識では、企業（製造業）も留学生も一大学生として採用、または

求人に臨む姿勢がうかがえた。日本人学生と差をっけないのはよいことだが、留学生にとっ

て就職活動が困難であることは事実である。日本社会について、日本の企業で働くことに

ついての基本的知識とともに、今回は触れなかったが、就職・就業には高度な日本語力が

必要である。どのような日本語力をどのようにして身につけさせることができるか、地域

社会の入り口に留学生を送り出す側として、今回の調査結果と経済産業省提唱の「社会人

基礎力」（経済産業省2006）をもとに、整備していきたい。また研究は英語でできるから

という理由で、理系の大学院を中心に日本語不問の留学生受入れが進んでいるが、留学生

活を実り多いものにし、卒業時の進路選択を数多くするためにも、留学生にとって日本語

力がいかに重要か大学内で気付きを促していかなければならない。
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This paper aims to clarified to different polntS and common polntS betweenin－

ternationalstudents who studiesin universitiesin Shizuoka prefecture and compa－

niesin Shizuoka prefecture with the result of the suI－Vey．The survey was

COnducted by Shizuoka PrefecturalInternational Student Exchange Promotion

Council forinternational students fromJune toJuly　2008，and for companies

fromJune to August2008．756internationalstudents and136Companies answered

the questionnaire．

The result shows thatin Shizuoka prefecture，COmPanies will hireinternational

Students more，and a half ofinternationalstudentslike to get a jobin Shizuoka

Prefecture．At the same time，the result shows that thereis some diffellenCeS be－

tween preferred kind of work bv companies and byinternational students for

both of domestic employees andlocalemployees．

WhenIcompared aspects ofinternationalstudents evaluated by companies with

aspects thatinternationalemployees hope to be evaluated on，both consider that

“language proficiency（especiallyJapanese）”，“Pel、SOnality，attitude，mannerS”，

“Expertise，teChnique”，“Asplration，mentally ambitious”areimportant．“Age”and

“Results from the examinations＆interviews according tO emPloyment”areim－

POrtant for companies butinternational students do not hope to be evaluated on

them．In consideration of these differences universitiesin Shizuoka prefectulle Will

need to acceptinternationalstudents with a strateglCalstandpolnt，and glVe them

approprlateinstruCtion toward getting job or workingln aJapanese company．
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